
市営住宅入居申し込み鹿島地方事務組合分担金の原案執行
（新可燃ごみ処理施設長期包括運営業務委託分）

2023年度

住宅名 構　　造 目安となる家賃（世帯の所得額により算定）

海浜第一住宅
A～D棟（48戸／南浜1-2）

中層耐火3階建（S55築）
1・2階　3K　60㎡
3階　2LDK　64㎡／3階　3DK　64㎡ 14,000円～23,000円程度

海浜第二住宅
E ～ H棟（48戸／南浜1-4）

中層耐火3階建（S57築）
1・2階　3DK　63㎡／3階　3K　58㎡

海浜第三住宅
I ～ J棟（18戸／南浜1-8）

中層耐火3階建（S60築・H20改）
〈高齢者専用〉　  1階　1K　　29㎡　
〈障害者専用〉　  1階　2DK　�62㎡
〈一般住宅〉　2・3階　2DK　57～62㎡

〈高齢者専用〉���9,000円～13,000円程度
〈障害者専用〉19,000円～29,000円程度
〈一般住宅〉　18,000円～28,000円程度

豊ヶ崎住宅
A棟（9戸／波崎9420-33）

中層耐火3階建（H6築）
2DK～3DK　55.26㎡～68.66㎡

16,000円～30,000円程度
豊ヶ崎住宅
B棟（13戸／波崎9420-34）

中層耐火3階建（H7築）
2DK～3DK　58.30㎡～70.42㎡

市営住宅の概要

　市営住宅への入居は、抽選で入居順を決定後、空室ができ次第の
入居になります。

　令和4年度一般会計補正予算（第7号）のうち、鹿島地方事務組合分担金（新可燃ごみ処理施設長期包括
運営業務委託分）に係る経費は、地方自治法第177条第2項の規定により、原案のとおり予算に計上し、
執行することとしました。

海浜住宅

2022年分の収入を証明できる書類（源泉徴収票や確定申告書
の写しなど）

持参物

住宅政策課（分庁舎）、水産・地域整備課（総合支所）申込先

�必要事項を記入した申込書と次の必要なものを持参し、本人
または同居しようとする親族が申込先へ（1世帯1件まで）
※申込書は申込先、または市ホームページで入手可能
※提出書類などに虚偽があった場合、申し込みは無効

申込方法

申込日に、次のすべてを満たす方
●市内在住・在勤である
●�同居または同居しようとする親族（婚約者・パートナー
シップ宣誓済の方などを含む）がいる
※一定の要件を満たす方は、単身でも申込可能
●現在、住宅に困っている（持ち家のある場合、原則として
申込不可）
●市税などに滞納がない
●申込者と同居する親族がともに、暴力団の構成員でない
●収入基準にあてはまる
※�世帯構成などにより基準が異なります。詳細はお問い合わ
せください

対象

海浜住宅（神栖市南浜1-2ほか）
豊ヶ崎住宅（神栖市波崎9420-33ほか）

対象住宅

2月24日（金）まで　午前9時～午後5時
※土・日曜日、祝日を除く

受付期間

豊ヶ崎住宅

※予算の議決状況により、内容が変更となる場合があります

抽 選 会
日時＝3月10日（金）
豊ヶ崎住宅：午後1時30分～
海浜住宅　：午後3時～
場所＝神栖市役所分庁舎

参加必須

問住宅政策課☎0299-95-6595

問財政課☎0299-90-1129

　新可燃ごみ処理施設整備事業は、神栖市・鹿嶋市の可燃ごみを処理する固形燃料化施設の老朽化などに
伴い、新たな可燃ごみ処理施設を整備し、地域の公衆衛生の向上と維持を図るとともに、地域の循環型社
会形成の中核施設としてエネルギー回収などを行なうことを目的として実施するものです。
　鹿島地方事務組合分担金（新可燃ごみ処理施設長期包括運営業務委託分）は、鹿島地方事務組合が新可燃
ごみ処理施設を安全・安心かつ安定的に運営するための費用で、神栖・鹿嶋両市が負担するものです。

事項 期間 限度額
鹿島地方事務組合分担金
（新可燃ごみ処理施設長期包括
運営業務委託分）

令和5年度から
令和25年度まで

6,330,051千円に金利変動,物価変動及び税制度の変更
並びに鹿島地方事務組合の負担割合の変更による増減
額並びに消費税額及び地方消費税額を加算した額

債務負担行為補正

■2022年11月2日（令和4年第2回鹿島地方事務組合定例会）
　新可燃ごみ処理施設長期包括運営業務にかかる債務負担行為の予算が全会一致で可決される
■12月23日�（令和4年第4回神栖市議会定例会）
　�令和4年度神栖市一般会計補正予算（第7号）のうち、鹿島地方事務組合分担金の債務負担行為を除いた
予算が修正可決される
■12月28日
　当該分担金は市の義務に属する経費であることから、神栖市議会議長宛てに再議書を提出する
■2023年1月11日（令和5年第1回神栖市議会臨時会）
　再議した結果、令和4年第4回定例会と同様の議決となる
■1月12日
　地方自治法第177条第2項の規定により、原案どおり予算を計上

経緯

◆地方自治法（抄）
　第�１７７条　普通地方公共団体の議会において次に掲げる経費を削除し又は減額する議決をしたとき
は、その経費及びこれに伴う収入について、当該普通地方公共団体の長は、理由を示してこれを再
議に付さなければならない。

　　(1�)�法令により負担する経費、法律の規定に基づき当該行政庁の職権により命ずる経費その他の普
通地方公共団体の義務に属する経費

　２�　前項第１号の場合において、議会の議決がなお同号に掲げる経費を削除し又は減額したときは、
当該普通地方公共団体の長は、その経費及びこれに伴う収入を予算に計上してその経費を支出する
ことができる。
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